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第1章 経営戦略の策定にあたって 

1. 経営戦略策定の意義 

公営企業については、総務省より「公営企業の経営に当たっての留意事項について」

（平成 26 年 8 月 29 日付総務省自治財政局公営企業三課室長通知）において、将来に

わたって安定的に事業を継続していくための、中長期的な基本計画である「経営戦略」

の策定が地方公共団体に要請されているところです。 

東吾妻町水道事業においては、供用開始以来 50年以上が過ぎ、今後施設の老朽化に

伴う大規模な更新投資や人口減少等、厳しい経営環境となることが見込まれますが、

このような厳しい環境下においても計画的かつ健全な運営を継続するため、平成 30年

3月、東吾妻町経営戦略を策定しました。 

本経営戦略は、策定後 1回目の見直しとなります。 

 

 

2. 計画の期間 

経営戦略は中長期的な経営の基本計画であることから、計画期間を令和 5 年度から

令和 14 年度までの 10 年間とし、実効性のある経営戦略を策定し、一層の経営基盤の

強化等を図ります。 

ただし、事業の進捗や環境の変化等に応じて、「投資・財政計画」と実績が著しく

現状とかい離する場合には、随時見直していくものとします。 
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3. 東吾妻町の水道事業の概要 

東吾妻町（以下「本町」という）は、昭和 30年後半に発足した旧吾妻町上水道事業

及び簡易水道事業の 10 事業と旧東村簡易水道事業の 5 事業は地域が大きく発展する

中、人口増に伴い増加する水需要に対応すべく、数次にわたり拡張事業を実施して施

設整備を進めるとともに、常に安全で良質な水を安定的に送り続けられるよう努めて

まいりました。 

平成 18 年 3 月の町村合併により、東吾妻町上水道事業と東吾妻町簡易水道事業の 2

事業に統合し現在に至っています。 

しかし、近年、人口減少や環境に配慮した節水型機器の普及などにより全国的に水

需要が低迷する一方で、高度経済成長期に建設した施設の更新や大規模地震に備えた

耐震化が焦眉の課題となっています。 

 

以下に令和 3年度末現在における事業概要を示します。 

 

表 1-1東吾妻町水道事業の事業概要 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 

昭和 40 年度供用開始 

（57 年） 

法適（全部・一部） 

非適の区分 
法適用（全部） 

計画給水人口 12,950 人 現在給水人口 9,066 人 

有収水量密度 1.23 千㎥/ha 

水源 地下水、その他 

浄水場設置数 3 箇所 配水池設置数 12 箇所 

配水能力 7,510 ㎥/日 
管路延長 

導入管延長： 0.36 千 m 

送水管延長：24.98 千 m 

配水管延長：144.29千 m 施設利用率 50.1％ 

（出典）決算統計 
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4. 水道料金の概要・考え方 

水道料金について、平成 6年 4月 1日に料金改定を行っています。（消費税率の引き

上げに伴う改定は含んでいません） 

現時点の料金体系は以下のとおりです。 

 

表 1-2 水道料金の概要 

■上水道料金（1か月につき） 

 基本料金 超過料金 

水量 料金 １㎥につき 

一般用 5㎥まで 660円 

132円 

官公署学校病院営業 50㎥まで 6,600円 

共用 5㎥まで 660円 

工業用 200㎥まで 26,400円 

臨時用 10㎥まで 1,320円 

 

■メーター使用料（1か月につき） 

口 径 13mm 20mm 25mm 30mm 40mm 

使用料 110円 198円 220円 330 円 385円 

口 径 50mm 75mm 100mm 125mm  

使用料 1,364円 2,398円 2,860円 3,707円  

 

※上記の表は 10％の消費税相当額を含みます。 

料金表の単価に使用量を乗じて使用料金を算出します。 

1 円未満の端数については切り捨てます。 

（出典）東吾妻町ホームページ 料金・分担金一覧表 
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5. 組織 

東吾妻町上下水道課の組織体制は以下のとおりです。 

 

表 1-3 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

主な業務内容は以下のとおりです。 

■業務係 

(１) 業務の総合調整に関すること。 

(２) 職員の身分取扱いに関すること。 

(３) 予算及び決算に関すること。 

(４) 出納その他の会計事務に関すること。 

(５) 契約に関すること。 

(６) 資産の管理に関すること。 

(７) 広報宣伝に関すること。 

(８) 文書及び公印の管理に関すること。 

(９) 営業の企画に関すること。 

(10) 業務統計に関すること。 

(11) 量水器の検針に関すること。 

(12) 水道料金の調定に関すること。 

(13) 水道料金等の徴収に関すること。 

(14) その他他の係の所掌に属しないこと。 

■上水道係 

(１) 水道用水の供給に関すること。 

(２) 水道施設の維持及び管理に関すること。 

(３) 水道施設の設計及び工事施行に関すること。 

(４) 給水装置に関すること。 

(５) 給水記録の整理及び報告に関すること。 

(６) その他水道施設に関すること 

（出典）東吾妻町水道事業管理規定 

上下水道課 

業務係 

上水道係 
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6. これまでの主な経営健全化の取組 

  ・公共下水道工事や道路改良工事との同時施工 

・国庫補助事業の活用（水道管路近代化推進事業：石綿セメント管更新） 

・会計システム導入による会計業務の省力化・効率化 
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第2章 現状分析 

1. 東吾妻町の人口推移 

本町の人口は、平成 24年度以降減少傾向にあります。令和 3年度には 12,868人で

あり、平成 24年度から 2,925人減少（18.5％減）しています。将来人口は、東吾妻

町人口ビジョンによると、令和 14年度末の人口は 11,494人まで減少（令和 3年度比

10.7％減）することが予想されます。 

平成 24年度からの人口推移をグラフにすると表 2-1のとおりです。 

 

表2-1 東吾妻町の人口推移 

 

（確定人口）                                                 （単位：人） 

 

 

（推定人口）  （単位：人） 

 

（出典）地方公営企業年鑑個表、決算統計 
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2. 水道事業の整備状況 

普及率は令和元年度から令和 3 年度において約 70％で推移していますが、計画給水

人口に対する現在給水人口の割合は令和元年度の 72.3％から、令和 3 年度には 70.0％

まで約 2.3 ポイント低下しています。これは現在給水人口が令和元年度の 9,359 人か

ら、令和 3年度には 9,066人まで減少していることが要因です。 

 

表2-2 行政区域内人口、給水人口及び普及率の推移 

 

 

 単位 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

行政区域内現在人口（A） 人 13,499 13,168 12,868 

計画給水人口（B） 人 12,950 12,950 12,950 

現在給水人口（C） 人 9,359 9,232 9,066 

普及率（C）÷（A） ％ 69.3 70.1 70.5 

計画給水人口に対する現在給

水人口の割合（C）÷（B） 
％ 72.3 71.3 70.0 

（出典）地方公営企業年鑑個表、地方公営企業決算状況調査 

（出典）地方公営企業年鑑個表、決算統計 
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3. 給水区域内人口密度 
給水区域面積に変わりはありませんが、給水人口が減少しているため、給水区域内

人口密度は減少傾向にあります。一般に、給水区域内人口密度が低下すると一人当た

り配水費用が大きくなるため、今後の給水区域内人口密度の推移には留意が必要と考

えます。 

 

表2-3 給水人口密度の推移 

 単位 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

給水人口 人 9,359 9,232 9,066 

給水区域面積 K ㎡ 9.3 9.3 9.3 

給水人口密度 人/K ㎡ 1,006.3 992.7 974.8 

（出典）経営比較分析表、地方公営企業年鑑個表、決算統計 

 

 

4. 水道施設や管路の状況 

 

給水区域面積に変わりはありませんが、給水人口が減少しているため、給水区域内

人口密度は減少傾向にあります。一般に、給水区域内人口密度が低下すると一人当た

り配水費用が大きくなるため、今後の給水区域内人口密度の推移には留意が必要と考

えます。 

 

(1) 水道施設 

【水源】 

本町の水道水は自己水源として湧水、地下水といった水源に分類されます。自己

水源 3箇所の水源を確保し、安定取水に努めています。 

既認可時の計画取水量の合計は 7,510㎥/日となっています。 

 

表2-4 水源の状況（認可時） 

水源種別 
水源数 

（箇所） 

計画取水量 

（㎥/日） 

自己水源 湧水 1   850 

自己水源 地下水 2 6,660 

計   7,510 
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表2-5 水源 

名  称 種 別 建設年 
認可水量 

(㎥/日) 

第 1 水源 浅井戸 S.40 5,670  

第 2 水源 深井戸 H.7 990  

第 3 水源 湧水 H.11 850  

計 7,510 

 

【浄・配水施設】 

表2-6 浄水場 

名  称 浄水方法 建設年 
施設能力 

（㎥/日） 

第 1 水源浄水場 塩素滅菌 S.37 5,670 

第 2 水源浄水場 塩素滅菌 H.7 990 

第 3 水源浄水場 塩素滅菌 H.11 850 

計 7,510 

 

表2-7 配水池 

名  称 構造形式 建設年 
有効容量 

(㎥) 
耐震性評価 

第 1 配水池 RC 造り H.7 1,008.0 低 

第 2 配水池 RC 造り S.39 996.0 低 

第３配水池 RC 造り S.39 448.0 低 

第 4 配水池 RC 造り S.47 554.0 低 

第 5 配水池 RC 造り S.56 1000.0 低 

深沢配水池 RC 造り H.11 1,000.0 低 

本宿配水池 RC 造り S.48 200.0 低 

大戸配水池 RC 造り H.8 162.0 低 

古谷配水池 FRP 造り H.9 88.5 低 

立石配水池 RC 造り S.37 5.9 低 

上野配水池 RC 造り S.42 128.1 低 

在上配水池 FRP 造り H.5 20.4 低 

上反配水池 RC 造り S.55 7.0 低 
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(2) 管路 

本町の管路総延長は令和 3 年度で約 175km であり、ダクタイル鋳鉄管と耐衝撃性

硬質塩化ビニル管で全体のおよそ 9 割を占め、その他は鋳鉄管や鋼管、ポリエチレ

ン管が使用されています。 

 

表2-8 管種別管路延長 

管  種 
延 長 
（ｍ） 

割 合 

鋳鉄管 5,691 3.3 

ダクタイル鋳鉄管 75,753 43.3 

鋼管 6,014 3.4 

ステンレス管 108 0.1 

硬質塩化ビニル管 78,269 44.8 

ポリエチレン管 2,081 1.2 

石綿セメント管 6,825 3.9 

計 174,741 100.0 

 

 

(3) 耐震化の状況 

浄水施設の耐震化率は、令和 3年度で 0.0％となっています。 

配水池（12 箇所）の耐震化率は、令和 3年度で 0.0％となっています。 

管路の耐震適合管率は、令和 2年度で 13.8％となっています。 

なお、公表されているデータと比較するため、管路の耐震適合管率は令和 2 年度

が最新の値となっています。 
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図 2-1 浄水施設耐震化率 

 
 

図 2-2 配水池耐震化率 

 
 

図 2-3 管路の耐震適合管率 

 
＊管路の耐震適合管率は、耐震管に水道配水用ポリエチレン管、ダクタイル鋳

鉄管（K 形継手）を含める 
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5. 経営分析 

(1) 有収率 

有収率は、施設の稼働が収益につながっているかを判断する指標であり、年間総

配水量のうち、料金収入の対象となる年間有収水量の割合を示します。 

水道事業における有収率は、令和元年度 82.7％から令和 3年度 80.1％へと減少し

ていますが、類似団体とは同程度です。 

有収率が低下する要因は主に年間総配水量のうち、管路の老朽化による漏水やメ

ータ不感水量等、料金収入の対象とならなかった水量が増加している影響が考えら

れます。漏水調査及び施設の更新を継続的に実施していく必要があるものと考えま

す。 

 

表2-9 有収率の推移 

 

 

 単位 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 
類似団体 

(令和 3 年度) 

年間総配水量 ㎥ 1,324.54 1,321.84 1,307.31 － 

年間総有収水量 ㎥ 1,094.76 1,096.13 1,047.18 － 

有収率 ％ 82.7 82.9 80.1 77.6 

（注）給水人口、水源、有収水量密度が類似の団体平均 

（出典）経営比較分析表、地方公営企業年鑑個表、地方公営企業決算状況調査 
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(2) 施設利用率 

施設利用率は、一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用

状況や適正規模を判断する指標です。本町の施設利用率は低下傾向で、類似団体と

の比較においても令和 3 年度は若干低い状況にあります。人口減少等の影響により、

一日平均配水量は減少傾向にあり、今後も施設利用率は低下していくことが想定さ

れます。 

適切な施設の規模の検討を行う必要があると考えます。 

 

表2-10 施設利用率の推移 

 

 

 
単位 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

類似団体 

(令和 3 年度) 

一日配水能力 ㎥ 7,510 7,510 7,510 － 

一日平均配水量 ㎥ 3,619 3,621 3,582 － 

施設利用率 ％ 48.2 48.2 47.7 50.1 

（注）給水人口、水源、有収水量密度が類似の団体平均 

 （出典）経営比較分析表、地方公営企業年鑑個表、地方公営企業決算状況調査 
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(3) 経常収支比率の分析 

経常収支比率は、料金収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支

払利息等の費用をどの程度賄えているかを示す指標です。 

経常収支比率は令和 3年度 114.1％となっています。経常収支比率が 100％に達し

ているので、単年度の収支が黒字であることを示しています。類似団体とも同水準

にあります。 

 

表2-11 経常収支比率の推移 

 単位 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 
類似団体 

(令和 3 年度) 

経常収益 千円 188,172 188,506 178,944  

経常費用 千円 165,009 166,034 156,814  

経常収支比率 ％ 114.0 113.5 114.1 105.8 

（注）給水人口、水源、有収水量密度が類似の団体平均 

（出典）経営比較分析表、地方公営企業決算状況調査 
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(4) 供給単価、給水原価及び料金回収率 

供給単価とは有収水量１㎥当たり、どれだけの収益を得ているかを示します。 

給水原価とは有収水量１㎥当たり、どれだけの費用がかかっているかを示します。 

また、料金回収率とは、給水収益で回収すべき経費をどの程度給水収益で賄えて

いるかを表した指標であり、供給単価を給水原価で除することにより算出されます。 

給水原価は、類似団体平均値を下回っており、他の団体に比べて有収水量 1 ㎥当

たりにかかっている費用が低いものと言えます。料金回収率は類似団体よりも高く、

令和 3年度 100.9％となっているものの、令和 2年度以前は料金回収率が 100％を下

回っているため、給水費用を給水収益で賄えておらず、それ以外の収益で賄ってい

ることを示しています。水道事業の持続と基盤強化を見据えた適正な料金水準を検

討する必要があるものと考えます。 

 

表2-12 料金回収率の推移 

 

 

 
単位 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

類似団体 

(令和 3 年度) 

供給単価 円 130.3 130.3 131.1  

給水原価 円 134.1 133.4 129.9 224.8 

料金回収率 ％ 97.1 97.7 100.9 84.8 

（注）給水人口規模が類似の団体平均 

（出典）経営比較分析表、地方公営企業年鑑個表、地方公営企業決算状況調査 
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(5) 料金収入の推移 

水道料金収入は、近年の有収水量減少に伴い減少傾向にあります。 

 

表2-13 料金収入の推移 
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(6) 令和 3年度 収入及び支出の内訳 

収入及び支出の内訳は以下のとおりです。 

 

① 総収益（収益的収入） 

直近 3カ年の総収益の内訳及び令和 3年度の総収益の構成比は表 2-14のとおり

です。 

令和 3年度の総収益の主な内訳は、給水収益 76.7％、他会計繰入金 6.5％、長

期前受金戻入 10.7％となっており、総収入の 7割以上を給水収益が占めていま

す。しかし、人口の減少に加え、節水意識の高まりや節水機器の普及等により、

給水収益は年々減少しています。 
 

表2-14 総収益の推移及び構成      （単位：千円） 

 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

総収益（収益的収入） 188,172 188,506 178,944 

営業収益 153,154 155,038 148,043 

 料金収入 142,629 142,873 137,247 

 その他 10,525 12,165 10,796 

営業外収益 35,018 33,468 30,902 

他会計繰入金 16,800 14,300 11,700 

長期前受金戻入 18,188 18,605 19,124 

その他 30 563 78 

特別利益 0 0 0 

 

 

（出典）決算統計 
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② 総費用（収益的支出） 

直近 3カ年の総費用の内訳及び令和 3年度の総費用の構成比は表 2-15のとお

りです。 

令和 3年度の費用の主な内訳は、減価償却費 52.1％、総係費 31.1％、支払利

息 7.5％、配水及び給水費 6.8％となっています。 

総収益の減少に伴い、総費用全体も減少していますが、一方で減価償却費は増

加傾向となっています。今後施設が老朽化し、更新・維持をしていくための費用

が増加していくことが予想されます。 

 

表2-15 総費用の推移及び構成      （単位：千円） 

 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

総費用（収益的支出） 165,102 166,034 156,813 

営業費用 147,570 151,149 144,535 

 原水及び浄水 1,808 1,781 1,799 

 配水及び給水費 19,922 17,875 10,709 

 総係費 45,209 42,540 48,735 

 減価償却費 79,564 87,724 81,622 

資産減耗費 68 0 36 

 その他営業費用 999 1,229 1,634 

営業外費用 17,440 14,885 12,278 

支払利息 16,894 14,359 11,745 

その他 546 526 533 

特別損失 92 0 0 

 

 
（出典）決算統計 
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③ 資本的収入 

直近 3カ年の資本的収入の内訳及び令和 3年度の資本的収入の構成比は表 2-16

のとおりです。 

令和 3年度の資本的収入の主な内訳は企業債 25.5％、工事負担金 67.9％、他

会計補助金 4.4％、他会計負担金 2.2％となっています。 

 

表2-16 資本的収入の推移及び構成     （単位：千円） 

 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

資本的収入 4,255 46,825 190,021 

 企業債 0 0 48,400 

 工事負担金 4,255 37,530 129,097 

 他会計補助金 0 5,700 8,300 

 他会計負担金 0 3,595 4,224 

 

 
（出典）決算統計 
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④ 資本的支出 

直近 3カ年の資本的支出の内訳及び令和 3年度の資本的支出の構成比は表 2-17

のとおりです。 

令和 3年度の資本的支出の主な内訳は、建設改良費 65.8％、企業債償還金

34.2％となっています。企業債による資本的収入の増加に伴い、企業債償還金も

増加することが見込まれます。 

 

表2-17 資本的支出の推移及び構成     （単位：千円） 

 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

資本的支出 112,537 146,292 253,105 

 建設改良費 30,227 61,447 166,489 

 企業債償還金 82,310 84,845 86,616 

 その他 0 0 0 

 

 

 
（出典）決算統計 
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(7) 流動比率 

令和 3年度末において、流動資産が 176,915千円あるのに対し、流動負債は

176,387千円となっています。流動負債に対し流動資産がどれくらいあるかを表

した流動比率は、短期的な支払能力を表した指標であり、100％超であることが

望まれます。 

本町の流動比率は令和 3年度 100.3％であり、類似団体（令和 2年度）の

305.1％と比較すると大幅に低い状態にあります。 

令和元年度及び令和 2年度においては流動比率が 100％を下回っていることか

ら、健全な経営を続けるためには流動比率の改善が求められます。 

 

表2-18 流動比率の推移      （単位：％） 

 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 
類似団体 

（令和 2 年度） 

流動比率 84.3 77.6 100.3 305.1 

（注）給水人口規模が類似の団体平均 

（出典）経営比較分析表、決算統計 

 

(8) 企業債残高及び支払利息の推移 

企業債の償還が進んでいることから、企業債残高及び支払利息は減少傾向にあり

ます。 

 

表2-19 企業債残高及び支払利息の推移 
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(9) 企業債残高対給水収益比率 

企業債残高対給水収益比率とは、給水収益に対する企業債残高の割合であり、収

入規模と見合った企業債残高であるかを測る指標です。 

企業債残高対給水収益比率は、類似団体よりも低くなっており、収入規模に対し

て企業債の残高が少ないことを示しています。 

これまで、企業債の償還が順調に行われてきましたが、「（4）供給単価、給水原

価及び料金回収率」に記載のとおり、料金収入で経費を賄えていない状況や

「（10）キャッシュ・フローの推移」に記載の資金期末残高を踏まえると、今後

の老朽化した施設の更新等に係る財源を確保する必要があると考えます。料金改定

と併せ、必要に応じて起債による借入についても検討していきます。 

ただし、今後、人口が減少していくことを考慮すると、将来世代への負担が過度

に高まらないように留意が必要です。 

 

表2-20 企業債残高対給水収益比率の推移 

 単位 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 
類似団体 

（令和 2 年度） 

企業債残高 千円 591,230 506,385 468,170  

給水収益 千円 142,629 142,873 137,247  

企業債残高対 
給水収益比率 

％ 414.5 354.4 341.1 585.6 

（注）給水人口規模が類似の団体平均 

（出典）地方公営企業年鑑個表、決算統計 
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(10) キャッシュ・フローの推移 

令和 3 年度は、資金期首残高が 76,572 千円でしたが、営業活動によるキャッ

シュ・フローが 37,551 千円のプラス、投資活動によるキャッシュ・フローが

22,253 千円のマイナス、財務活動によるキャッシュ・フローが 38,216千円のマ

イナスであった結果、資金期末残高は 53,664千円となりました。 

 

表2-21 キャッシュ・フローの推移      （単位：千円） 

 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

営業活動によるキャッシュ・フロー 96,563 95,147 37,551 

投資活動によるキャッシュ・フロー -23,731 -13,053 -22,253 

財務活動によるキャッシュ・フロー -82,310 -84,845 -38,216 

資金の増加額（または減少額） -9,478 -2,751 -22,918 

資金期首残高 88,801 79,323 76,572 

資金期末残高 79,323 76,572 53,664 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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(11) 老朽化の状況 

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの

程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合を示しています。 

管路経年化率は、法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老

朽化度合いを示します。 

また、管路更新率は当年度に更新した管路延長の割合を示す指標で、管路の更新

ペースや状況を把握することができます。例えば当該指標が 2％の場合には全ての

管路を更新するのに 50年かかるペースであることになります。 

令和 2年度における有形固定資産減価償却率は 53.6％、管路経年化率は 21.8％で

どちらの指標も類似団体より高くなっています。また、管路更新率についても、令

和 2 年度 0.0％であり、類似団体よりも低くなっています。このような状況を踏ま

えると、今後施設の老朽化が進み、多額の更新費用が必要となることが予想されま

す。経過年数や対象路線の重要度等を考慮しつつ、計画的な施設の更新をすること

が必要です。 

 

表2-22 老朽化に関する指標の推移       （単位：％） 

 
平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

令和 2 年度 

類似団体 

有形固定資産減価償却率 50.7 51.3 53.6 47.5 

管路経年化率 19.1 20.4 21.8 17.4 

管路更新率 0.3 0.3 0.0 0.4 

（注）給水人口規模が類似の団体平均 

 （出典）経営比較分析表、地方公営企業決算状況調査表 
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6. 現状分析により認識された経営課題 

以上の現状分析の結果、東吾妻町水道事業が直面している経営上の主な課題は、下

記のとおりと考えます。 

 

① 施設の老朽化及び更新投資財源の確保に対する課題 

本町の水道事業は昭和 40 年度に供用が開始されてから、50 年以上が経過して

います。管路経年化率は類似団体よりに高く、管路更新率については類似団体よ

りも低くなっています。このような状況を踏まえると、今後施設の老朽化が進み、

多額の更新費用が必要となることが予想されます。経過年数や対象路線の重要度

等を考慮しつつ、計画的な施設の更新をすることが必要です。 

一方で、給水に係る費用を水道料金による収入では賄えていません。更に今後

の施設の更新費用の増加を考慮すると、現状の資金の残高が十分とは言えない状

況にあります。今後は必要に応じて、起債や料金改定等を検討する必要がありま

す。 

 

② 有収水量に対する課題 

有収率が減少し令和 3 年度には 80.1％へと低下していますが、これは年間総配

水量のうち、管路の老朽化による漏水やメータ不感水量等、料金収入の対象とな

らなかった水量が増加している影響と考えられます。有収率を向上させるために、

順次管路等の施設の更新をする必要があると考えます。 

 

③ 経営の健全化 

人口の減少に加え、節水意識の高まりや節水機器の普及等により、給水収益は

年々減少しています。令和 3 年度は料金回収率が 100％を上回っているものの、

令和 2 年度以前では料金回収率が 100％を下回っており適切な料金収入が確保で

きていないと言えます。本来、給水原価については料金収入で賄う必要があるた

め、今後も安定して料金回収率が 100％以上を保てるように適正な水道料金への

見直しや、給水原価の削減等を通じた料金回収率の向上、上水道事業と簡易水道

事業の会計統合や事業統合を視野に入れた経営の効率化等を検討する必要があり

ます。 

 

④ 施設の規模 

施設利用率は低下傾向で、類似団体との比較においても令和 3年度は若干低

い状況にあります。人口減少等の影響により、一日平均配水量は減少傾向に

あり、今後も施設利用率は低下していくことが想定されます。適切な施設の

規模の検討を行う必要があると考えます。 
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⑤ その他 

水道は欠かすことのできないライフラインであり、上記①～④で述べたよ

うな課題がある環境下においても、安全な水道サービスを安定して提供する

ことが重要な使命です。そのために防災・安全対策を講じていく必要があり

ます。 
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第3章 将来の事業環境 

(1) 給水人口の予測 

本町では、「まち・ひと・しごと創生」（平成 28年 3月）に基づき、本町における

人口の現状と将来展望を示した「東吾妻町人口ビジョン」を平成 28年 3月に策定し

ています。 

将来の給水人口は、給水区域内人口（行政区域内人口）に普及率を乗じて算出し

ました。 

 

(2) 水需要の予測 

将来の年間給水量を推計する方法として、「水道施設設計指針 2012）」（日本水道

協会に示されている 7つの式を採用しています。 

給水量の推計値は、過去の実績傾向を踏まえて、「時系列傾向分析」により予測

しました。 

令和 3 年度の一日平均有収水量は 2,869 ㎥でした。10 年後の令和 13 年度では

2,745㎥となります。その後も減少傾向となり、50年後の令和 53年度には 2,551㎥

となる見込みです。 

 

表 3-1 人口及び有収水量の推計推移 
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(3) 料金収入の見通し 

料金収入は、現行の水道料金を維持した場合、将来水量の推移と連動して減少傾

向となり、10 年後の令和 13 年度は 131,672 千円、50 年後の令和 53 年度は 122,366

千円となり、令和 3年度の 137,247千円と比較して 10.8％の減少となります。 

 

表 3-2 料金収入の推計推移 

 

 

(4) 施設の能力 

現状の施設能力を維持する場合、水需要の減少に伴い施設能力の余剰が大きくな

り、令和 3 年度と比較して令和 13 年度には施設利用率が 48％から 46％、最大稼働

率は 83％から 81％まで低下する見通しです。このため、将来の施設更新の際に統廃

合やダウンサイジング等を踏まえた適切な再構築を検討する必要があります。 

 

表 3-3 施設能力の推計推移 
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(5) 施設の老朽化 

水道施設には、安全でおいしい水道水を安定供給する機能が求められています。

その中でも浄・配水施設は、水道水を作り、送り出す基幹的な役割を担っています。 

ポンプ設備などの電気機械設備では、老朽化による故障や交換部品の製造中止な

ど、様々な問題が発生しています。 

また、経年劣化した施設は、機能低下により水の安定供給に支障をきたすだけで

なく、管路の漏水による運転効率の低下、道路陥没等の二次被害なども懸念される

ため、計画的な老朽施設の更新が必要となります。 

浄・配水施設や設備・管路にはそれぞれに法定耐用年数が設定されており、この

年数が経過した時点で更新した場合、更新需要時期の偏りが大きくなると想定され

ます。そのため、今後は将来の給水人口や給水収益の動向を把握した上で、計画的

に更新を進めていくことが必要となります。 

ここでは、厚生労働省の「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）

に関する手引き」に基づき、今後更新を全く実施しなかった場合を想定し、概ね 50

年後の令和 54 年までに現有資産の健全度がどのように低下していくかを評価します。 

 

構造物及び設備、管路の健全度の区分 

名  称 算  式 

健全資産 経過年数が法定耐用年数以内の資産額 

経年化資産 経過年数が法定耐用年数の 1.0～1.5 倍の資産額 

老朽化資産 経過年数が法定耐用年数の 1.5 倍を超えた資産額 

 

  



31 

【構造物及び設備】 

令和 4年度で、経年・老朽化資産は 30.5％ですが、20年経過した時点で

56.2％、50年経過すると 99.6％となります。そのため、計画的な更新を行う必要

があります。 

 

構造物及び設備の健全度の推移 
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【管路】 

令和 4年度で、31.0％が経年・老朽化管路となっており、20年を経過すると経

年・老朽化管路が 69.0％、30年経過すると 94.2％が経年・老朽化管路となりま

す。そのため、計画的な更新を行う必要があります。 

 

管路の健全度の推移 
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(6) 更新需要の見通し 

水道施設及び管路を法定耐用年数で更新した場合の需要額を試算すると、今後 50

年間で約 181 億円、単年度平均で約 3.6 億円が必要となり、現在の経営状況から大

きな負担になると考えられます。 

このような状況の中、更新事業を着実に進めるためには、適正な維持管理による

水道施設の長寿命化や将来の水需要を見据えた効率的かつ効果的な投資を行うこと

により更新費用の抑制及び平準化を図る必要があります。 

そのためには、アセットマネジメント手法を用いた中長期的な更新需要と財政収

支見通しを検討し、財源の裏付けのある計画的な投資を行っていく必要があります。 

 

 

 

 

(7) 組織の見通し 

東吾妻町水道事業では、これまで経営の効率化・健全化の観点から、検針及び水

質検査業務を民間委託し、業務効率化を図ってきました。今後は、老朽化や地震対

策として、事業量の増加が予想されるため、これらに対応するための組織体制の構

築が必要となります。職員数の適正化や民間委託の拡大等により、必要な人材を確

保していく必要があります。 

 また、大幅な給水規模拡大等は計画しておりませんが、経営の効率化等の観点か

ら、上水道事業と簡易水道事業の会計統合や事業統合について検討を行っていく必

要があります。 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

構造物及び設備資産 管路資産

（億円）



34 

第4章 経営基本方針 

東吾妻町第１次総合計画に基づき、安全で安心な美味しい水を安定供給し水道事業の健

全化・効率的な経営に努めます。この基本方針の実現に向けて、経営の効率化・健全化を

図るとともに、安全で安定した施設整備を目指します。 

 

（1）安全で安心な水道 

地下水、湧水、表流水などの水道水源付近の環境保全や、水質の管理強化及び放

射性物質の測定も含めた水質試験体制を充実し、水源環境保全と水質管理強化に努

めます。 

 

（2）水道施設の更新 

送水設備や配水池などの各施設及び減圧弁等の設備については、施設の安全性と

安定性の確保を図るとともに、水道水質の一層の向上や、渇水や災害に強い水道施

設の整備を計画的に進め、効率的・安定的に良質の水を供給するために、配水管網

の整備や老朽管の更新などを計画的に推進します。また、水道施設の計画的整備・

充実により、水源の安定確保と水道未整備地域の解消に努めます。 

 

（3）健全な経営 

水道事業の健全経営のため、各施設の維持管理など各種の事業推進にあたっては、

計画的に経費の削減を図り、経営の効率化を進めます。 

水道料金体系については、上水道事業と簡易水道事業で異なる水道料金水準の統

一を含めた適切な事業規模での受益者負担になるように努めます。また、経営効率

化や運営強化の観点などから上水道事業と簡易水道事業の事業統合が考えられるこ

とから、将来において水道料金水準の統一と同時に事業統合を行えるように検討や

準備を進めていきます。 
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災害に強い施設整備 
・老朽管の更新 

・施設の耐震調査・整備 

・配水管網整備 

・水源付近の環境整備 

維持管理の強化 
・漏水防止対策 

・水運用の総合的管理強

化 

水質の管理 ・水質監視強化 

・検査体制の充実 



35 

第5章 投資・財政計画（収支計画） 

水道事業では、水道施設や管路の健全性を維持することが安定した給水を行うための前

提条件となります。 

この水道事業の健全性を維持するためには、耐震診断などを踏まえた施設更新計画の策

定と、計画に基づいた事業の着実な実施が求められます。 

一方で、投資事業には多大な資金が必要になるため､その「投資試算」（投資事業にかか

る費用の見通し）と「財源試算」(水道料金収入など財源の見通し)を均衡させることが、

持続可能な水道事業を実現する上で非常に重要になります。 

投資・財政計画の作成にあたっては、「経営戦略イメージ図」にあるように、経営の効

率化・健全化の取り組みを踏まえながら投資と財源の試算を行い、必要に応じて試算の見

直しを加え、収支の均衡がとれた計画となるよう調整していきます。 

 

 

経営戦略イメージ図 

 

出典：総務省資料「公営企業の｢経営戦略｣策定の推進について」 
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1. 投資試算 

(1) 投資の目標及び取組事項 

水道事業における投資の目標及び取組みとして、次の事項を計画しています。 

 

① 投資の目標に関する事項 

経営基本方針にある安全で安心な水道事業を継続するために、財政状態に配慮

しつつも、必要となる投資を計画的に実施します。 

具体的には、次の②以降に掲げる事項について、目標として取り組んでいきま

す。 

 

② 管路、施設等の建設・更新に関する事項 

本町の水道事業は昭和 40年度に供用が開始されてから、50年以上が経過して

おり、管路経年化率は類似団体より大幅に高く、管路更新率は類似団体よりも低

くなっています。安全で安心な給水のためには、耐用年数を超過している管路を

更新し、老朽化している施設については大規模な更新を実施する必要がありま

す。これにより有収率を向上させ、経営効率の向上を図ります。今後の各種指標

の目標は下記のとおりです。 

 

表5-1 施設、管路に関する指標の目標 

指  標 単位 
令和 3年度 

(実績) 
令和 9年度 
(目標) 

令和 14年度 
(目標) 

有収率 ％ 80.1 82.0 83.6 

有形固定資産減価償却率 ％ 53.3 53.8 59.7 

管路経年化率 ％ 22.3 13.0 10.0 

管路更新率 ％ 0.1 0.3 0.5 

 

③ 効率的な組織の運営 

上水道事業と簡易水道事業の会計統合や事業統合による事務事業の効率化、他

事業体の先進的な事例等を研究し、事務事業の見直し、情報通信技術（ＩＣＴ）

の活用や更なる業務委託の導入可能性などの検討を進めることで、職員の技術継

承と委託化のバランスを見極めながら、効率的な組織運営に取り組みます。 
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④ 技術継承と人材育成 

実務・現場対応能力の習熟度に応じて、外部研修への参加を行うほか、職場内

における内部研修の実施やＯＪＴ（職場内訓練）の実践を行い、各種教育の充実

を図ります。 

今後とも水道事業を維持・継続していくためには、ベテラン職員がこれまでに

培った技術やノウハウを次世代の職員に確実に継承することが重要です。そのた

め、職員の適正な配置や年齢構成の適正化を図るとともに、若年層の育成を計画

的に行いながら、一層の技術継承と人材育成の充実・強化を図ります。 

 

⑤ 企業債に関する取り組み 

水道施設を整備するための財源として、企業債発行による借入を行うことは、

資金調達の一つの手段です。 

投資事業として整備された水道施設は、将来にわたり長期間使用することか

ら、整備に係る費用を現在の水道使用者が全て負担するのではなく、将来の水道

使用者にも負担していただくため、企業債の発行により資金を調達し、元利償還

金として後年度に支出することで、世代間の財政負担の公平化を図ります。 

企業債は、利息の支払いが伴うほか、将来の料金収入を原資として償還するこ

とから、将来世代に過度の負担とならないよう、計画的な企業債の借り入れを行

います。 

 

⑥ 国・県補助金に関する取り組み 

水道施設の耐震化の取り組みや老朽化対策の実施にあたっては、これまでと同

様に国の財源である国庫補助金（生活基盤施設耐震化等交付金）を最大限活用

し、財源確保に努めていきます。 

 

⑦ 財源確保に関する取り組み 

将来において給水人口の減少による収益の低下、更新事業による費用の増大の

影響で健全な経営の維持が困難となることが予測されます。経費節減はもちろん

ですが、更新費用が必要となり、収益の低下は避けることができません。その中

で持続的に安全な水を安定して供給するために、経営状況を見極めながら、必要

に応じて料金の見直しを検討します。 
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⑧ 民間活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど） 

民間活力活用の手法には、個別の業務委託から、複数業務を一括して民間事業

者に委託する包括的民間委託や、地方自治体が資金を調達し、民間事業者に設

計・運営等を一体的に委託するＤＢＯ、資金についても民間を活用するＰＦＩ等

があります。 

本町では従来型の委託方法により検針業務、水質検査業務などを民間業者へ委

託し、経営の効率化を図ってきました。 

今後も効率化が可能な範囲とその効果を検証し、さらなる民間委託の導入を図

るなど、業務の効率化を推進していきます。事業経営の民間活用（ＰＰＰ）とし

てＰＦＩなどの民間的経営手法の導入について、ほかの水道事業者の先進的な事

例を参考に検討します。 

 

 

水道事業における民間活用手法の例 

手 法 概 要 

個別委託 

（従来型業務委託） 

民間事業者のノウハウ等の活用が効果的な業務について委託 

（施設設計、水質検査、施設保守点検、メーター検針、窓口・

受付業務など） 

個別委託 

（包括委託） 

従来の業務委託よりも，広範囲にわたる複数の業務を一括して

委託 

PFI  

（Private Finance 

Initiative） 

民間が資金調達を行い、民間が施設の設計・整備、維持管理、

運営を行う方式。 

DBO 

（Design Build Operate） 

公共が資金調達を行い、民間が施設の設計・整備、維持管理、

運営を行う方式。 

DB 

（Design Build） 

公共が資金調達を行い、民間が施設の設計・整備を行う方式。 

CM 

（Construction Management） 

コンストラクションマネージャー（CMR）が、技術的な中立性

を保ちつつ発注者側に立って、設計・発注・施工の各段階にお

いて、設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管

理、コスト管理などの各種のマネジメント業務の全部または一

部を行うもの。近年、復興事業を中心に公共事業でも採用実績

がある。 

 

⑨ 施設・設備の廃止・統廃合（ダウンサイジング）に関する事項 

将来の給水人口や水需要の減少傾向を踏まえ、上水道事業と簡易水道事業の事

業統合による水道施設の最適化やダウンサイジングについて検討していきます。 
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⑩ 性能の合理化（スペックダウン）に関する事項 

人口減少、給水量等を加味した長期的な水需要予測等を検証した上で、口径の

細い管路への更新や施設のスペックダウンについて検討していきます。 

 

⑪ 施設・設備の長寿命化等の投資の平準化 

本町の水道施設及び管路には耐用年数を超過しているものがありますが、日々

の管理や定期的な点検を実施し、故障や不具合が生じる前に修繕や部品交換を行

うことで長寿命化を図っています。しかし、今後施設の老朽化が進んだ場合、特

定の年度に投資が集中することによって、年度ごとの財政負担が大きく変動しな

いよう、アセットマネジメント計画に基づいて、投資の平準化を図っていきま

す。 

 

⑫ 広域化や広域連携に関する事項 

2019（令和元）年度の水道法改正により、都道府県は広域連携を推進するよう

に努めなければならないとされるなど、水道事業の広域化が求められています。

これを受け、県を中心としてこれまで以上に具体的な取り組みが求められている

中で、他の水道事業と東吾妻町水道事業の状況を正確に把握し、水道事業に精通

した技術・財務などの専門性を有する人材の確保・育成を図るとともに、施設の

共同化・共同管理、維持管理業務の共同化について、地域に応じた事務の効率化

も実現することができるように検討を行います。現時点では、広域化についての

具体的な計画はありませんが、群馬県水道ビジョンや群馬県水道広域化推進プラ

ンの策定に係る広域連携検討会等により広域化の検討を行っています。今後は近

隣町村と合同で水道事業の広域化についても検討を進め、更なる連携・強化を図

っていきます。 

 

⑬ 防災・安全対策に関する事項 

毎日の暮らしに欠かせない水道水を、平常時はもとより災害時などにおいても

絶え間なく供給することができるよう、災害に強く安定した水道を目指した水道

施設の整備や災害対策の充実を図る必要があります。災害時においても適切に事

業を継続するためのマニュアルの策定を検討します。 

送水設備や配水池などの各施設及び減圧弁等の設備については、施設の安全性

と安定性の確保を図るとともに、水道水質の一層の向上や、渇水や災害に強い水

道施設の整備を計画的に進め、効率的・安定的に良質の水を供給するために、配

水管網の整備や老朽管の更新などを計画的に推進します。また、水道施設の計画

的整備・充実により、水源の安定確保と水道未整備地域の解消に努めます。 
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⑭ ＩＣＴ等を活用した効率的な維持管理 

ＩＣＴを活用し、町内に点在している水道施設の情報を浄水場で一元管理し、

情報の集約化や運転管理の効率化に取り組みます。 

 

⑮ その他の取組みに関する事項 

水道資産の多くを占める管路については、近年新たな技術に基づき、耐震性、

耐久性に加えて施工性が良くライフサイクルコストに優れたＧＸ管や配水ポリエ

チレン管が開発されています。水道事業においても積極的に採用を進めていきま

す。今後も新技術について情報を収集し、より合理的な投資に努めます。 

ＳＤＧs（持続可能な開発目標）の考え方を踏まえ、事業に伴う環境への負荷

の低減に取り組むため、設備機器の更新時にエネルギー効率の良い機器の導入を

進め、省エネルギー化を図ります。 
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(2) 投資の試算結果 

(1)で掲げた取組事項を踏まえ、投資の資産を行った結果は表 5-2 のとおりです。 

 

表5-2 投資の試算結果        （単位：千円） 

 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

構築物及び設備 31,386 32,974 33,132 37,645 28,318 

管路 48,710 78,292 57,879 56,850 41,630 

建設改良費合計 80,096 111,266 91,011 94,495 69,948 

 

 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 令和 13 年度 令和 14 年度 

構築物及び設備 26,773 27,421 27,421 27,421 27,421 

管路 65,327 41,679 41,679 41,679 41,679 

建設改良費合計 92,100 69,100 69,100 69,100 69,100 

 

項  目 投資額 備     考 

耐震化 
（構造物及び設備） 

57,490 千円 施設の耐震診断・補修を行います。 

更新 
（構造物及び設備） 

242,420 千円 

施設の更新・改良を行います。 
・鳴瀬橋水管橋・岩島橋水管橋更新 
・水位計・流量計等の更新 

・第一配水池防水工及び補修 

・取水・送水ポンプ更新 

・更新基準年数による更新 

更新（管路） 515,406 千円 

管路の更新・耐震化を行います。 
また、老朽管（石綿管）の更新を計画的に行

います。 
・老朽管更新 
・緊急給水拠点への布設 
・適正水量に応じた口径へ管路を更新 
・給水区域全体の見直し整備 
・更新基準年数による更新 

投資額 計 815,316 千円  
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2. 財源試算 

(1) 財源の目標及び取組事項 

水道事業における財源の目標及び取組みとして、次の事項を計画しています。 

 

① 財源の目標に関する事項 

将来の施設の更新・耐震化を実施するにあたり、お客さまの負担をできるだけ

少なくするため、必要に応じて更新財源を確保するための料金の設定について検

討し、起債による財源確保と企業債残高の適正管理に努めます。 

 

② 料金に関する事項 

給水収益は次の要素により予測しています。 

(a)年間有収水量 ･･･料金収入の対象となる年間水量 

(b)供給単価  ･･･1㎥当たりの単価 

 

(a)水道ビジョンにおける一日平均有収水量に 365 日（うるう年は 366 日）を

乗じた推計値を用いることとします。 

(b)供給単価については、直近の実績値を踏まえた単価で推計を行います。 

 

上記を踏まえた各要素の予測値は表 5-3のとおりです。 

 

表5-3 給水収益の各要素の予測値 

 単位 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

年間有収水量 千㎥ 1,043 1,035 1,031 1,024 

供給単価 円 131.1 131.1 131.1 131.1 

料金収入 千円 136,661 135,665 135,139 134,230 

 

 単位 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 

年間有収水量 千㎥ 1,024 1,017 1,011 1,006 

供給単価 円 131.1 131.1 131.1 131.1 

料金収入 千円 134,262 133,226 132,508 131,886 

 

 単位 令和 13 年度 令和 14 年度 

年間有収水量 千㎥ 1,005 1,000 

供給単価 円 131.1 131.1 

料金収入 千円 131,672 131,073 
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③ 企業債に関する事項 

下記④に記載のとおり、令和 6年度以降は繰入金には依存しない方向です。そ

のため、必要に応じて企業債によって建設改良費の財源を賄っていく予定となり

ます。 

 

④ 繰入金に関する事項 

令和 5年度に 30,000千円の一般会計繰入金による収入を予定しています。令

和 6年度以降は一般会計繰入金による収入は予定していません。 

 

⑤ 資産の有効活用に関する事項 

東吾妻町水道事業においては、有効活用が可能な遊休資産や基金等を有してい

ないため、該当事項はありません。 

 

⑥ その他の取組みに関する事項 

有収率の改善により経費の削減を図り、財源確保に努めます。 

 

(2) 財源の試算結果 

(1)で掲げた取組み事項を踏まえた、財源の試算結果は表 5-4のとおりです。 

なお、主な前提条件は次のとおり設定しています。 

 

・料金収入は(1)②に記載のとおり 

・企業債発行収入は(1)③に記載のとおり 

・負担金は令和元年度、令和 2年度の平均が継続するものと仮定 

・一般会計繰入金は(1)④に記載のとおり 

 

上記の試算により、料金収入は令和 3年度の 137百万円から令和 14年度の 131百

万円まで減少、企業債残高は令和 3年度 468百万円から令和 14年度 168百万円まで

大幅に減少する結果となります。 
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表5-4 財源の試算結果       （単位：千円） 

 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

料金収入 136,661 135,665 135,139 134,230 134,262 

企業債発行収入 20,000 20,000 30,000 40,0000 40,000 

企業債残高 320,502 269,118 239,747 227,548 224,819 

工事負担金 20,893 20,893 20,893 20,893 20,893 

一般会計繰入金 30,000 0 0 0 0 

 

 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 令和 13 年度 令和 14 年度 

料金収入 133,226 132,508 131,886 131,672 131,073 

企業債発行収入 40,000 0 0 0 0 

企業債残高 231,001 207,011 190,002 175,733 167,811 

工事負担金 20,893 20,893 20,893 20,893 20,893 

一般会計繰入金 0 0 0 0 0 
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3. 投資・財政計画（収支計画）の策定結果 

(1) 投資以外の経費に関する取組事項 

水道事業における投資以外の経費に関する目標及び取組みとして、次の事項を計

画しています。 

各科目の推計において、物価上昇や賃金上昇に影響を受けるものは、物価上昇率

及び賃金上昇率を考慮して算出します。 

 

物価上昇に影響を受ける項目については、平成 29年度～令和 3年度の 5年間の消

費者物価指数平均を基に年 0.4％ずつ上昇を見込みます。 

 

 
消費者物価指数 

R2年度基準 前年度比 

平成 29年度 98.6 0.5 

平成 30年度 99.5 1.0 

令和元年度 100.0 0.5 

令和 2年度 100.0 0.0 

令和 3年度 99.8 △0.2 

平成 29～令和 3年度 － 0.4 

（出典）総務省統計局 消費者物価指数 

 

賃金上昇に影響を受ける項目については、平成 29年度～令和 3年度の 5年間の人

事院勧告平均を基に年 0.1％ずつ上昇を見込みます。 

 

 前年度比 

平成 29年度 0.8 

平成 30年度 0.5 

令和元年度 0.4 

令和 2年度 △0.3 

令和 3年度 △0.9 

平成 29～令和 3年度 0.1 

（出典）人事院勧告 

 

① 委託費に関する事項 

経営改善を目指して、これらの成果を検証し各種事務事業に関する現状と課題

を分析して改善策を検討するとともに、民間委託やＰＦＩなど民間事業者の創意

工夫やノウハウを活かした民活手法の導入効果について研究を進めます。 
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② 修繕費に関する事項 

修繕費については、令和元年度から令和 3 年度の実績を基に物価上昇率を加味

し、有収水量に連動することを見込んでいます。なお、修繕費については、長期

的な維持管理費の削減も視野に入れた検討を進めていきます。 

 

③ 動力費に関する事項 

動力費については、令和元年度から令和 3 年度の実績を基に物価上昇率を加味

し、有収水量に連動することを見込んでいます。 

 

④ 職員給与費に関する事項 

職員給与費については、規模拡大等が予定されていないため、令和元年度から

令和 3年度の実績を基に賃金上昇率を加味しています。 

 

⑤ その他 

その他の経費については、令和元年度から令和 3 年度の実績を基に物価上昇率

を加味し、有収水量に連動することを見込んでいます。 

 

 

(2) 試算結果 

投資試算及び財源試算の結果、料金収入は減少傾向となり、一方で建設改良費は

高い水準で推移することから、令和 7 年度には現預金残高がマイナスとなることが

分かりました。 

そこで、次のとおり料金改定を行い、現預金残高がマイナスとならない計画を策

定します。 

 

表5-5 当年度純利益及び現預金残高の推移      （単位：千円） 

 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

当年度純利益 48,072 18,262 17,563 16,838 17,007 

現預金残高 78,143 24,872 △3,923 △11,181 6,787 

 

 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 令和 13 年度 令和 14 年度 

当年度純利益 16,615 15,823 15,384 15,135 14,537 

現預金残高 27,090 24,570 36,523 51,072 71,450 
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(3) 料金改定 

料金改定を行わない投資・財政計画では令和 7 年度に現預金残高がマイナスとな

ることから、令和 6 年度に 20％の料金改定を行う計画とします。 

なお、本経営戦略では上水道事業と簡易水道事業の水道料金水準の統一と同時に

事業統合を進める方針ではあるものの、具体的な統合計画は未策定のため、本投

資・財政計画においては事業統合を行わない形で将来シミュレーションを行います。 

料金改定前後の料金収入比較は表 5-6のとおりです。 

 

表5-6 料金改定前後の料金収入比較       (単位：千円) 

 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

（据置）料金収入 136,661 135,665 135,139 134,230 134,262 

（改定）料金収入 136,661 162,799 162,167 161,076 161,115 

収入差額 0 27,133 27,028 26,846 26,852 

 

 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 令和 13 年度 令和 14 年度 

（据置）料金収入 133,226 132,508 131,886 131,672 131,073 

（改定）料金収入 159,871 159,010 158,264 158,006 157,288 

収入差額 26,645 26,502 26,377 26,334 26,215 

※収入差額は、端数処理により表示上で千円単位の差が生じている場合があります 

 

(4) 料金改定後の投資・財政計画の策定結果 

以下、水道事業の令和 5～令和 14年度における投資・財政計画の策定結果につい

て説明します。 

 

① 収益的収支 

営業収益は令和 3 年度の 148 百万円（うち料金収入は 137 百万円）から令和 14

年度には 168 百万円（うち料金収入は 157 百万円）に推移する見込みです。これ

は、推計期間内において有収水量は年々減少しているものの、令和 6 年度に 20％

の料金改定を行うことにより、料金収入が上昇したことによります。 

なお、年間有収水量は、令和 3 年度 1,047 千㎥（実績）、令和 14 年度 1,000 千

㎥（推計）となります。 

営業外収益は令和 3 年度の 31 百万円（うち一般会計繰入金 12 百万円）から、

令和 14年度には 30百万円（うち一般会計繰入金 0円）に減少する見込みです。 

営業費用は令和 3年度の 145百万円から令和 14年度の 155百万円に増加する見

込みです。これは人口減少に伴い有収水量も減少するものの、物価・賃金上昇を

加味した影響です。 
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営業外費用は令和 3 年度の 12 百万円から令和 14 年度の 2 百万円まで減少する

結果となります。これは、企業債の償還により企業債残高が減少し、その結果支

払利息が減少するためです。 

 

② 資本的収支 

資本的収入は令和 3 年度の 190 百万円から令和 14 年度には 21 百万円まで大き

く減少する結果となります。 

資本的支出は令和 3 年度の 253 百万円から令和 14 年度には 77 百万円まで減少

する結果となります。これは、建設改良費の減少や、起債をできる限り抑えたこ

とによる企業債償還金の減少等によるものです。 

 

③ 企業債残高 

令和 5 年度から令和 6 年度に各 20,000 千円、令和 7 年度に 30,000 千円、令和

8年度から令和 10年度に毎年度 40,000千円の企業債借入れを行う計画となってい

ます。その結果、企業債残高は令和 3 年度の 468 百万円から、令和 14 年度には

168百万円まで減少する結果となります。 

 

 

(5) 投資・財政計画のまとめ 

料金改定を行わない場合、令和 7 年度に現預金残高がマイナスとなりましたが、

令和 6 年度に 20％の料金改定を行うことにより、計画期間内において現預金残高は

プラスで推移する推計となりました。 

企業債残高は新規の借入れを抑えた計画のため、大幅に減少する見込みです。 

計画期間内においては、収益的収支における当年度純利益や現預金残高がプラス

で推移するものの、計画期間以降、管渠や施設の更新時期を迎えることによる多額

の更新投資や、さらなる人口減少が見込まれることを踏まえると、厳しい経営状況

となることが予想されます。地方公営企業の収支は独立採算が原則であること（地

方公営企業法第 17条の 2第 2項）から、引き続き計画的な経営を行っていくこと

が望まれます。 

以上を踏まえ、本計画で掲げた様々な取組みについて真摯に進めていく予定で

す。 

なお、料金改定については、現状および今後の投資・財政推計に基づいて試算し

たものです。実際の改定については、今後、経営状況等を総合的に判断しながら、

料金体系や料金改定率、その時期について、運営審議会の審議を経て方針が決定さ

れていきます。 
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表5-7 料金改定後当年度純利益及び現預金残高の推移   (単位：千円) 

 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

当年度純利益 48,072 45,395 44,591 43,684 43,860 

現預金残高 78,143 51,154 49,390 68,984 113,804 

 

 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 令和 13 年度 令和 14 年度 

当年度純利益 43,260 42,325 41,761 41,469 40,752 

現預金残高 160,759 184,745 223,079 263,964 310,560 
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【投資・財政計画（収支計画）】 

（単位：千円） 

 

 

 

 

年　　　　　　度 R3 R4

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． (A) 148,043 148,613 147,823 173,961 173,329 172,238

(1) 137,247 137,417 136,661 162,799 162,167 161,076

(2) (B)

(3) 10,796 11,196 11,162 11,162 11,162 11,162

２． 30,901 41,139 58,289 28,740 29,246 29,272

(1) 11,700 20,000 30,000 0 0 0

11,700 20,000 30,000

(2) 19,124 21,132 28,065 28,516 29,022 29,048

(3) 77 7 224 224 224 224

(C) 178,944 189,752 206,112 202,701 202,575 201,510

１． 144,534 168,643 150,048 150,909 152,817 153,266

(1) 36,994 42,447 34,371 34,390 34,408 34,426

19,960 20,365 18,360 18,379 18,397 18,415

17,034 22,082 16,011 16,011 16,011 16,011

(2) 25,918 37,995 29,455 29,357 29,359 29,277

4,556 5,018 4,518 4,503 4,504 4,491

1,794 5,882 4,599 4,583 4,584 4,571

570 2,160 1,657 1,652 1,652 1,647

18,998 24,935 18,681 18,619 18,620 18,568

(3) 81,622 88,201 86,221 87,162 89,049 89,563

２． 12,278 9,767 7,993 6,396 5,167 4,560

(1) 11,745 9,367 7,458 5,861 4,632 4,025

(2) 533 400 535 535 535 535

(D) 156,812 178,410 158,040 157,306 157,984 157,826

(E) 22,132 11,342 48,072 45,395 44,591 43,684

(F) 0 0

(G) 0 700

(H) 0 △ 700 0 0 0 0

22,132 10,642 48,072 45,395 44,591 43,684

営 業 外 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

R5

営 業 収 益

R6 R7 R8

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 払 利 息

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

収

益

的

収

入

材 料 費
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（単位：千円） 

 

  

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 172,277 171,033 170,172 169,426 169,168 168,450

(1) 161,115 159,871 159,010 158,264 158,006 157,288

(2) (B)

(3) 11,162 11,162 11,162 11,162 11,162 11,162

２． 29,313 29,367 29,434 29,515 29,608 29,713

(1) 0 0 0 0 0 0

(2) 29,089 29,143 29,210 29,291 29,384 29,489

(3) 224 224 224 224 224 224

(C) 201,589 200,400 199,606 198,940 198,776 198,163

１． 154,016 154,051 154,632 154,784 155,048 155,247

(1) 34,445 34,463 34,482 34,500 34,519 34,537

18,434 18,452 18,471 18,489 18,508 18,526

16,011 16,011 16,011 16,011 16,011 16,011

(2) 29,399 29,287 29,243 29,219 29,285 29,264

4,510 4,493 4,486 4,482 4,492 4,489

4,590 4,573 4,566 4,562 4,572 4,569

1,654 1,648 1,645 1,644 1,648 1,646

18,645 18,574 18,546 18,531 18,572 18,559

(3) 90,171 90,301 90,907 91,065 91,244 91,446

２． 3,714 3,089 2,650 2,395 2,259 2,164

(1) 3,179 2,554 2,115 1,860 1,724 1,629

(2) 535 535 535 535 535 535

(D) 157,730 157,140 157,281 157,179 157,307 157,411

(E) 43,860 43,260 42,325 41,761 41,469 40,752

(F)

(G)

(H) 0 0 0 0 0 0

43,860 43,260 42,325 41,761 41,469 40,752

営 業 外 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 収 益

R11 R12 R13 R14R9 R10

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 払 利 息

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

収

益

的

収

入

材 料 費
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（単位：千円） 

 

年　　　　　度 R3 R4

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． 48,400 0 20,000 20,000 30,000 40,000

２．

３． 8,300 0

４． 4,224 2,507

５．

６．

７．

８． 129,097 139,895 20,893 20,893 20,893 20,893

９．

(A) 190,021 142,402 40,893 40,893 50,893 60,893

(B)

(C) 190,021 142,402 40,893 40,893 50,893 60,893

１． 166,489 151,494 80,096 111,266 91,011 94,495

２． 86,616 85,877 81,790 71,384 59,372 52,199

３．

４．

５．

(D) 253,105 237,371 161,886 182,650 150,383 146,694

(E) 63,084 94,969 120,993 141,757 99,490 85,801

１． 47,949 81,197 113,711 131,642 91,216 77,210

２．

３．

４． 15,135 13,772 7,281 10,115 8,274 8,590

(F) 63,084 94,969 120,993 141,757 99,490 85,801

0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 468,169 382,292 320,502 269,118 239,747 227,548

○他会計繰入金

年　　　　　度

区　　　　　分

11,700 20,000 30,000 0 0 0

11,700 20,000 30,000 0 0 0

8,300 0 0 0 0 0

8,300

20,000 20,000 30,000 0 0 0

企 業 債

R5 R6 R7 R8

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

計

そ の 他

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資 本 的 収 支 分

R7 R8

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

R3 R4 R5 R6

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計
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（単位：千円） 

 

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 40,000 40,000

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８． 20,893 20,893 20,893 20,893 20,893 20,893

９．

(A) 60,893 60,893 20,893 20,893 20,893 20,893

(B)

(C) 60,893 60,893 20,893 20,893 20,893 20,893

１． 69,948 92,100 69,100 69,100 69,100 69,100

２． 42,729 33,818 23,991 17,009 14,269 7,922

３．

４．

５．

(D) 112,677 125,918 93,091 86,109 83,369 77,022

(E) 51,784 65,025 72,198 65,216 62,476 56,129

１． 45,425 56,652 65,916 58,934 56,194 49,847

２．

３．

４． 6,359 8,373 6,282 6,282 6,282 6,282

(F) 51,784 65,025 72,198 65,216 62,476 56,129

0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 224,819 231,001 207,011 190,002 175,733 167,811

○他会計繰入金

年　　　　　度

区　　　　　分

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

R13 R14

企 業 債

R9 R10

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

R11 R12

計

そ の 他

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資 本 的 収 支 分

R9

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

R13 R14

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

R11 R12R10

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計
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第6章 経営戦略策定後の検証・更新 

経営戦略は策定して終わりではなく、PDCAサイクル（計画 PLAN – 実行 DO – 検証

CHECK – 改善 ACTION）により、継続的な進捗管理を行い、常に経営改善や計画の見直し

等に反映させていくことが必要です。 

進捗管理は、毎年度末において目標や計画の達成状況について、投資・財政計画と実績

のかい離や原因に対する分析を定期的・定量的に検証・評価し、実施手法の改善や計画の

見直しを行い、実行するという PDCAサイクルの一連の流れにより行っていくものとしま

す。 

また、計画のローリング（定期的な見直し）については、少なくとも 5 年おきに経営実

態やその時点における経営環境に照らし合わせて、投資・財政計画の見直しを行っていき

ます。さらに、適宜経営戦略における目標や施策、計画数値、実施体制等についての変更

も検討していきます。 

本経営戦略で示した料金改定案や上水道事業と簡易水道事業の事業統合についても、将

来において経営環境や社会環境を注視しながら具体的な計画の立案を進め、町民の皆様へ

の情報発信を適切に行ってまいります。 

 

 

  

（計画） 

（実行） （検証） 

（改善） 
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（参考資料） 経営比較分析表の指標説明 

1. 経営の健全性･効率性 

(1) 経常収支比率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

経常収支比率（％） 

 

経常収益 

              ×100 

   経常費用 

 
 

【指標の意味】 

 法適用企業に用いる経常収支比率は、当該年度において、給水収益や一般会計か
らの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを
表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっていることが必要です。数
値が 100%未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善
に向けた取組が必要です。 
 
 

(2) 累積欠損金比率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

累積欠損金比率（％） 

 
当年度未処理欠損金 

                    ×

100 

営業収益－受託工事収益 

 
 

【指標の意味】 

 営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越
利益剰余金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した損失のこ
と）の状況を表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 累積欠損金が発生していないことを示す 0％であることが必要です。数値が 0％よ
り高い場合は、経営の健全性に課題があるといえます。 
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(3) 流動比率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

流動比率（％） 

 
       流動資産           

                  ×100 

       流動負債 

 
 

【指標の意味】 

 短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 1年以内に支払うベき債務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す
100％以上であることが必要です。一般的に 100％を下回るということは、1年以内
に現金化できる資産で、1年以内に支払わなければならない負債を賄えていないこと
になるため、支払能力を高めるための経営改善を図っていく必要があります。 
 
 

(4) 企業債残高対給水収益比率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

企業債残高対給水収益比率（％） 

 
企業債現在高合計 

                    ×

100 

給水収益 

 
 

【指標の意味】 

 給水収益に対する企業債残高の割合で、企業債残高の規模を表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置か
れている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断します。 
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(5) 料金回収率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

料金回収率（％） 

 
供給単価 

                   ×100 

給水原価 

 
 

【指標の意味】 

 給水にかかる費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標で、料金水
準等を評価することができます。 
 

【分析の考え方】 

 供給単価と給水原価との関係を見るものであり、料金回収率が 100%を下回ってい
る場合は、給水にかかる費用が給水収益以外の収入で賄われていることを意味しま
す。数値が低く、繰出基準以外の繰出金によって収入不足を補填しているような場
合は、適切な料金収入の確保が求められます。 
 
 

(6) 給水原価（円） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

給水原価（円) 

 
経常費用 - (受託工事費 + 材料及び不用品 

売却原価 + 附帯事業費)  - 長期前受金戻入 

                               

 年間総有収水量 

 
 

【指標の意味】 

 有収水量 1㎥あたり、どれだけの費用がかかっているかを表す指標です。 

 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置か
れている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断します。また、必
要に応じて、投資の効率化や維持管理費の削減といった経営改善が必要です。 
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(7) 施設利用率(％) 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

施設利用率(％) 

 

一日平均配水量      

                  ×100 

     一日配水能力 

 
 

【指標の意味】 

 一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模
を判断する指標です。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はありませんが、一般的には高い数値であることが望まれます。
類似団体より数値が低い場合には、施設が遊休状態ではないかといった分析が必要
です。水道事業の性質上、季節によって需要に変動があり得るため、最大稼働率、
負荷率をあわせて判断することにより、適切な施設規模を把握する必要がありま
す。 
 
 

(8) 有収率(％) 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

有収率(％) 

 

年間総有収水量 

                  ×100 

 年間総配水量 

 
 

【指標の意味】 

 施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標です。 
 

【分析の考え方】 

 100%に近ければ近いほど施設の稼働状況が収益に反映されていると言えます。数
値が低い場合は、水道施設や給水装置を通して給水される水量が収益に結びついて
いないため、漏水等の原因を特定し、その対策を講じる必要があります。 
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2. 老朽化の状況 

(1) 有形固定資産減価償却率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

有形固定資産減価償却率(％) 

 
有形固定資産減価償却累計額   

                   ×100 

      有形固定資産のうち 

     償却対象資産の帳簿原価 

 
 

【指標の意味】 

 有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標
で、資産の老朽化度合を示しています。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置か
れている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断します。数値が
100％に近いほど、保有資産が法定耐用年数に近づいていることを示しており、将来
の施設の更新等の必要性を推測することができます。 
 
 

(2) 管路経年化率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

管路経年化率(％) 

 

法定耐用年数を経過した管路延長  

                   ×100 

管路延長 

 
 

【指標の意味】 

 法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示して
います。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置か
れている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断します。一般的
に、数値が高い場合は、法定耐用年数を経過した管路を多く保有しており、管路の
更新等の必要性を推測することができます。 
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(3) 管路更新率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

管路更新率(％) 

  
当該年度に更新した管路延長 

                   ×100 

管路延長 

 
 

【指標の意味】 

 当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや状況を把
握できます。 

 

【分析の考え方】 

明確な数値基準はありませんが、数値が 1％の場合、すべての管路を更新するのに
100年かかる更新ペースであることがわかります。経年比較や類似団体との比較によ
り、自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断
します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東吾妻町水道事業 

経営戦略 

(令和 5 年度～令和 14年度) 

平成 30年 3月（策定） 

令和 5年 3月（見直し） 

東吾妻町上下水道課 

 


